
（単位：千円）

特　　別　　会　　計 0

会　　計　　名 3月末現在高

一　　般　　会　　計 0

　上水道特別会計 2,597,519 0 44,046 2,553,473

合　　　　計 32,755,944 919,200 3,371,047 30,304,097

　簡易水道特別会計 1,236,230 24,300 80,547 1,179,983

　病院事業特別会計 2,860,091 24,400 225,470 2,659,021

　公共下水道特別会計 324,195 0 40,184 284,011

　浄化槽施設特別会計 47,562 0 4,589 42,973

　一般会計 24,696,258 832,800 2,863,197 22,665,861

　農業集落排水特別会計 994,089 37,700 113,014 918,775

会　　計　　名 前年度末現在高
29.4.1～30.3.31

借　入　金 償　還　金
3月末現在高

定　額　運　用　基　金　計 688,830,126 0 688,830,126

合　　　　　　　　　　　計 21,659,650,039 △ 425,572,671 21,234,077,368

　乳用牛購入資金貸付基金 9,000,000 0 9,000,000  うち貸付額  6,141,098円

　奨学金・入学準備金貸付基金 10,000,000 0 10,000,000  うち貸付額    849,000円

　肉用牛購入資金貸付基金 90,000,000 0 90,000,000  うち貸付額 41,872,096円

　高額療養費貸付基金 5,000,000 0 5,000,000  うち貸付額    226,000円

　出産貸付基金 3,000,000 0 3,000,000  うち貸付額          0円

　一般旅券発給等事務証紙購入基金 1,200,000 0 1,200,000  うち貸付額    285,200円

　土地開発基金 570,630,126 0 570,630,126  うち貸付額 　 　　　0円

　簡易水道事業基金 92,219,939 459 92,220,398

積　　立　　基　　金　　計 20,970,819,913 △ 425,572,671 20,545,247,242

　教育振興特別奨学金基金 97,498,576 △ 6,119,514 91,379,062

　担い手確保育成基金 274,431,889 △ 24,136,796 250,295,093

　公共下水道事業基金 2,077,632 10 2,077,642

　浄化槽整備推進事業基金 3,610,064 565,019 4,175,083

　国民健康保険基金 455,541,995 501,150 456,043,145

　介護給付費準備基金 540,266,672 30,645,072 570,911,744

　中山間地域活性化推進基金 19,414,624 △ 5,875,022 13,539,602

　農業集落排水事業基金 8,395,766 41 8,395,807

　地域振興基金 3,630,181,512 △ 195,444,009 3,434,737,503

　子ども医療費助成基金 321,872,878 305,874,459 627,747,337

　病院統合整備基金 228,394,746 △ 17,135,842 211,258,904

　教育文化基金 76,967,610 △ 5,644,450 71,323,160

　地域福祉基金 1,032,016,190 △ 47,402,005 984,614,185

　矢田ダム関連地域振興基金 41,723,370 △ 347,846 41,375,524

　青少年国際交流育英基金 19,691,024 98 19,691,122

　ふるさと応援基金 72,819,363 49,514,444 122,333,807

　公共施設整備基金 5,775,906,674 △ 212,322,093 5,563,584,581

　財政調整基金 6,472,508,538 △ 299,596,227 6,172,912,311

　減債基金 1,805,280,851 1,350,381 1,806,631,232

（単位：円）

基　　金　　名 29.9.30現在高 増減額 30.3.31現在高 備　　考

基金の状況

市債は、公共施設の建設など、市が一度に多額の出費を必要とする場合に県の同意を得て借り入れる長期の借入金のことです。一度に
多額の出費を必要とする事業の財源確保を図るとともに、その返済を元利償還という形で長期間分割することにより、市の財政負担を平
準化し、世代間の住民負担を公平にするという役割も果たしています。主な事業としては、道路、学校などの公共施設の建設事業や、突
発的に発生した災害の復旧事業などがあげられます。

会計別の地方債残高は下表のとおりです。

一時借入金は、地方自治体の支払い資金の不足を臨時に賄うために、その年度内に償還する条件で借り入れる借入金のことです。

基金には、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるもの（積立基金）と、特定の目的のために定額の資金を運用するもの
（定額運用基金）があります。豊後大野市が設置している基金、現在高は下表のとおりです。

地方債残高の状況

一時借入金の状況


